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飯山市特定事業主行動計画 

 

はじめに 

   

年々少子化が進んでいる我が国において、次世代の社会を担う子ども達が健やかに生まれ、子

育てをともに支え合う環境の整備を目的に、「次世代育成支援対策推進法」（平成 15 年法律第１２

０号。以下「次世代育成推進法」）が制定された。この法律により、地方公共団体は行政機関として

の行動計画を策定するとともに、職員を雇用する事業主としての立場から、職員の仕事と家庭の両

立等に関する行動計画（特定事業主行動計画）を策定することとされ、当市においても平成 17 年

（2005年）９月から５年ごとに計画を見直し、推進しているところである。 

また、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、国民の需要の多様化や社会

経済情勢の変化に対応できる豊かで活力のある社会の実現を目的に「女性の職業生活における活

躍の推進に関する法律」(平成27年法律第64号。以下「女性活躍推進法」)が制定された。 

これに基づき、当市においても女性の職業生活における活躍をより一層推進するとともに、男性

職員を含む全ての職員の働き方を見直すため、次世代育成推進法及び女性活躍推進法の二つの

法律に基づきながら、双方を合わせて一体として策定してきた。 

加えて、当市では障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35年法律第 123号。以下「障害

者雇用促進法」）等に基づき、法定雇用率の達成等、障がい者雇用の推進と定着の向上に取り組

むとともに、障がい者雇用に関する現状と課題の整理を行い、組織面や人材面等の対策をまとめて

「障がい者活躍推進計画」を策定してきた。 

これらの計画はそれぞれ取組内容が異なるものの、職場環境を改善するという点においては関

連する部分や共通する目標が多いことから、次世代育成推進法及び女性活躍推進法に基づく特定

事業主行動課計画に障害者雇用促進法に基づく障がい者活躍推進計画を加え３法関係を一本化

した新たな行動計画を令和８年度（2026年度）から策定する。 

計画を一本化することで、これまでの取組状況とその成果等を総合的に評価、検証することがで

き、より一層効率的かつ効果的に計画を推進することが可能となるため、新たな５年間について「特

定事業主行動計画」(令和８年度（2026年度）～令和12年度（2030年度）)を策定するものである。 

 

次世代育成推進法及び女性活躍推進法及び障害者雇用促進法の策定状況 

次世代育成

推進法

女性活躍

推進法

障がい者活躍

推進法

R8～R12
(2026～2030)

第１期

【

３

法

統

合

】

第５期

第３期

第２期

第１期 第２期 第４期

第２期

第３期

第１期

【

２

法

統

合

】

H17～H22 H23～H27 H28～R2 R3～R7
(2005～2010) (2011～2015) (2016～2020) (2021～2025)
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Ⅰ 総論                                         

１ 目的                                                

急激な高齢化や少子化を背景に、市政に対する市民のニーズが年々増大し、かつ、複雑･高度化して

おり、厳しい財政状況下で、また、限られた人材でこれに応えていくことは決して容易ではない｡ 

しかし、そのような状況であっても、仕事と家庭を両立していくことができ、性別や障がいの有無に関係な

く職員が輝いて働けるよう、職場を挙げて支援していくためにこの計画を策定する｡ 

なお、本計画の取組については、数値目標達成のため職員に一律な行動を要請するものではなく、あく

までも本人の意思を尊重し支援していくものとする。 

 

 

２ 計画期間                                             

この計画は令和８年（2026 年）４月１日から令和 13 年（2031年）３月 31日までの５年間を計画期間と

する。 

 

 

３ 計画推進に向けた体制                                    

(1) 特定事業主行動計画の実施主体 

本計画の実施主体は、次世代育成推進法、女性活躍推進法及び障害者雇用促進法に基づき、飯山市

長、飯山市議会議長、飯山市教育委員会、飯山市選挙管理委員会、飯山市代表監査委員、飯山市農業

委員会とする。 

 

(2) 特定事業主行動計画推進会議 

この計画を効果的に推進するため、特定事業主ごとに次表に掲げる職の者を特定事業主行動計画推進

員と定め、特定事業主とともに本計画の推進について取り組む。 

 

特定事業主 職名 

飯山市長 総務部長 

飯山市議会議長 議会事務局長 

飯山市教育委員会 教育部長 

飯山市選挙管理委員会 選挙管理委員会事務局長 

飯山市代表監査委員 監査委員事務局長 

飯山市農業委員会 農業委員会事務局長 
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(3) 特定事業主行動計画推進プロジェクトチーム 

組織全体で継続的に次世代育成支援及び女性職員の活躍及び障がいを持つ職員の雇用を推進するた

め、次表に掲げる選出区分で構成する特定事業主行動計画推進プロジェクトチームを設置し、本計画の実

施状況・数値目標の達成状況の点検・評価等について協議を行う。 

 

選出区分 

総務部総務課長 飯山市選挙管理委員会事務局長 

飯山市議会事務局次長 飯山市監査委員事務局次長 

教育部子ども育成課長 飯山市農業委員会事務局長 

教育部人権政策課長  

 

(4) 行動計画の推進及び再評価 

特定事業主行動計画の推進に当たっては、定期的に数値目標の達成状況や実施状況の点検・評価を

実施し、その結果を取組に反映させる「計画（Plan）」「実行（Do）」「評価（Check）」「改善（Action）」のＰＤＣＡサ

イクルを確立することで、性別や障がいの有無に関係なく仕事と子育てを両立できる職場を目指す。 

 

 

４ 周知                                            

令和７年度（2025年度）、妊娠、出産、育児、介護など仕事と生活の両立支援制度の職員への情報提

供や職員が制度を選択する際の意向確認の一助とし、職員の柔軟な働き方の選択に資するため、「仕事と

生活 両立支援ハンドブック」を作成した。 

職員が休暇制度を理解し取得しやすくなるよう、ハンドブックを庁内電子掲示板により定期的に公開 

するとともに、制度改正が行われた際には都度更新し周知する。 
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Ⅱ 次世代育成推進法に基づく事項                        

１ 次世代育成推進に向けた目標                                

性別、子どもの有無に関わらず、職員一人一人が、自分自身に関わることと捉え、身近な職場単位でお

互いに助け合い支えあうことを目標とする。 

 

２ 職員の勤務環境に関すること                                 

(1) 妊娠中における配慮   

妊娠中の職員については、時間外勤務はもちろんのこと、身体に負担のかかる作業はさせないように職

場内で協力する。 

 

(2) 子どもの出生時等における休暇取得促進 

配偶者出産休暇は令和６年度実績66.7％であり３人に１人が取得できていない状況だった。職員に休暇

の内容を周知し、令和13年度までに取得を希望する者が全員取得できるよう推進する。 

配偶者出産休暇の取得に加えて年休を取得し、育児や配偶者に寄り沿う等、出産を配偶者任せにする

ことなく関与する。 

 

配偶者出産休暇 出産に係る入院中の世話、出産に係る付き添いをするとき。 ２日（有給） 

育児参加休暇 
配偶者が出産する場合に、出産に係る子や小学校就学前の子

を養育するとき。 
５日（有給） 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値と目標 

配偶者出産休暇取得率 

目標：制度を利用可能な職員は全員（100％）取得する。 

過去５年の状況 

（単位：％）    
R2 

（2020） 

R3 

（2021） 

R4 

（2022） 

R5 

（2023） 

R6 

（2024） 

取得率 100.0 85.7 50.0 100.0 66.7 

（【参考 女性から選ばれる長野県を目指すリーダーの会】の関連目標） 

（【Ⅲ女性活躍推進法に基づく事項】１．（１）の関連目標） 

 

育児参加休暇取得率 

目標：令和 13年度までに、取得率を 100％とすることを目指す。 

過去５年の状況 

（単位：％） 
R2 

（2020） 

R3 

（2021） 

R4 

（2022） 

R5 

（2023） 

R6 

（2024） 

取得率 0.0 0.0 25.0 50.0 66.7 
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数値と目標 

数値と目標 

 (3) 育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

育児休業は子が３歳（会計年度任用職員は１歳）になるまで取得でき、共済掛金が免除になるとともに、

育児休業手当金も受給できることから取得条件や内容等を併せて周知する。 

男性職員も育児休業を取得できることや１人の子どもに対してその子が３歳になるまで夫婦で交代に育

児休業が取得できることを周知する。 

出産や子育てを職場全体で支援し、快く受け入れられる職場風土の醸成について研究する。具体的に

は、育児休業の取得促進に係る先行自治体での取組事例を参考に、職員が気兼ねなく育児休業を取得

することができる環境の整備や、育児休業による職員の不在時に当該職員の担当業務をカバーした職員

の業務遂行意欲の向上を目的とした給与面での処遇改善の実施可能性について調査研究する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 時間外勤務の縮減 

自然災害等により時間外勤務の縮減は容易ではないが、仕事のスケジュール管理を綿密に行い、工程

に沿って進め、常態的な時間外勤務は行わず、できるだけ速やかに帰宅する。 

制度移行により、会計年度任用職員は従来の事務補助から行政事務を任せられる仕組みとなった。 

業務の執行に当たっては、正職員と会計年度任用職員の職務分担のすみ分けを明確に行い、より一層

効率的に業務を進めるよう心掛ける。 

休日のイベント等における出役も前年踏襲せず、市民との協働を進めていく中で、必要最小限にとどめる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

育児休業取得率 

目標：令和 13年度までに、取得率を男性 20％・女性 100％とすることを目指す。 

過去５年の状況 

（単位：％） 
R2 

（2020） 

R3 

（2021） 

R4 

（2022） 

R5 

（2023） 

R6 

（2024） 

取得率(女) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

取得率(男) 
0.0 0.0 25.0 0.0 25.0 

0.0 57.1 75.0 50.0 100.0 

※男性育休取得率の下段は、育休ではなく年休や特別休暇を取得して子を養育した者を含む数値。 

（【参考 女性から選ばれる長野県を目指すリーダーの会】の関連目標） 

 男性職員の育児休業取得率20％以上を目指して取り組む 

時間外勤務時間 

目標：令和 13年度までに、職員一人当たりの年間時間外勤務時間を 60時間※とする。 

過去５年の状況

（単位：時間）    
R2 

（2020） 

R3 

（2021） 

R4 

（2022） 

R5 

（2023） 

R6 

（2024） 
1人当たり 

（年間） 70.8 81.6 64.8 72.0 73.2 
1人当たり 

（月間） 5.9 6.8 5.4 6.0 6.1 

（【Ⅲ女性活躍推進法に基づく事項】.１.(2)の関連目標） 

※職員1人当たりの平均時間外勤務時間（１月当たり）の数値目標を12か月分とした数値。 



6 

数値と目標 

(5) 年次休暇取得の促進 

令和６年度における年次休暇平均取得日数は 10.0日であり改善傾向である。 

労働基準法では年５日の有給休暇の取得が義務付けられており、国家公務員においても年５日の確実

な取得のための取組を推進する旨の通知がなされている。 

年次休暇の積極的な取得に向けて周知を図る。 

夏季休暇は完全消化を励行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 子の看護休暇活用の促進 

令和７年度から子の看護休暇の取得要件が改正され、対象年齢が小学校３年生まで緩和、入学式等の

子の行事に参加するときにも取得が可能となった。 

対象児童を持つ職員は子の看護休暇を取得し、積極的に看護や行事に参加する。 

年齢により対象とならない場合にあっても年休等を活用して積極的に看護や子の行事に参加する。 

 

(7) 早出遅出勤務や部分休業の有効活用 

子どもを養育するに当たり､始業(終業)時刻を早めたり遅くしたりすることが可能である｡該当しない場合も

あるので、制度の周知を図るとともに有効活用できるような職場風土を作る｡ 

併せて、育児のため一日の勤務時間の一部を勤務しないとする部分休業についても、取得要件等の周

知を図る。 

 

(8) 不妊治療を受けやすい職場環境の醸成等 

管理職に対する意識啓発等を通じて、不妊治療を受けやすい職場環境の醸成等を図る。 

 

 

 

 

 

 

年次休暇平均取得日数 

目標：令和 13年度までに年次休暇平均取得日数を 12日とする。 

過去５年の状況

（単位：日）    
R2 

（2020） 

R3 

（2021） 

R4 

（2022） 

R5 

（2023） 

R6 

（2024） 
年次休暇 

平均取得日数 7.6 8.2 8.6 9.8 10.0 

（【Ⅲ女性活躍推進法に基づく事項】.１.(2)の関連目標） 
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３ その他の次世代育成推進対策に関する事項                       

  (1) 子ども･子育てに関する地域貢献活動 

自分が持つ技術や先代から教えてもらった事柄等(野球、スキー、ランニング、地域の伝統芸能等)を通

じて子ども達に教えること(教える場を創出すること)により地域の資産を次世代へ引き継ぐことができる｡こう

した活動も安心して子どもを産み･育てる環境づくりには大切であるため積極的に参加することとする。 

また、保健師、保育士及び育児を経験した職員は職務と関係なく、子育てに関しても地域での良き相談

役になれるよう努力する｡ 

 

(2) 子どもとふれあう機会の充実 

地域の子ども会や公民館・育成会活動、コミュニティスクールの活動等に積極的に参加することにより、

遊びや学習を通じて自分の子どものみならず、地域の子ども達とのふれあいもでき、親同士も子育て環境

を地域で考える良い機会になるので積極的に参加する｡ 

こうした活動の積み重ねが、ひいては地域の青少年健全育成や犯罪率の低下への一助にもなると考え

られる｡ 

 

(3) 子育てバリアフリー 

市の施設については、乳幼児と一緒に安心して利用できるトイレやベビーベット、さらには本庁舎において

はベビーカーの設置についても進めてきた。 

引き続き、親子で不自由なく施設の利用ができるよう配慮していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



8 

数値と目標 

Ⅲ 女性活躍推進法に基づく事項                          

１ 女性職員の活躍の推進に向けた数値目標                         

女性活躍推進法第15条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事

業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成27年内閣府令第61号）第２条に基づき、女性職員の職業

生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について整理を行った結果、女性職員の活躍

を推進するため、次のとおり目標を設定することとする。 

なお、この目標は、それぞれの女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき

事情について整理を行った結果、最も大きな課題に対応するものから順に掲げている。 

 

(1) 育児・介護と仕事の両立関係  

女性職員が輝いて働き続けるためには、育児・介護を一人で背負うことなくパートナーや家族と負担しあ

うことが肝要である。中でもパートナーのサポートは大きなウエイトを占めるため、家族間で協力していくこと

が必要である。 

今後もこの動きをさらに進めるため、各種制度を活用し、仕事と家庭の両立を推進する。 

併せて全職員の家庭生活への関わりについてもさらに深める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配偶者出産休暇取得率 

目標：制度が利用可能な職員は全員（100％）取得する。 

（【Ⅱ次世代育成法に基づく事項】.２.（3）と同一目標） 

 

子の看護及び介護休暇取得時間 

目標：子の看護休暇及び短期介護休暇について、対象職員に取得を促す。 

過去５年の状況

（単位：時間） 
R2 

（2020） 

R3 

（2021） 

R4 

（2022） 

R5 

（2023） 

R6 

（2024） 

子の看護休暇 244 143 153 292 488 

短期介護休暇 31 51 28 51 8 
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数値と目標 

数値と目標 

(2) 時間外勤務の是正等と年休取得の促進 

全ての女性職員が活躍できる職場づくりに向けては、時間的制約のある中でも活躍できるようワーク・ライ

フ・バランスを実現することが不可欠である。 

時間外勤務は職員の家事・育児・介護等の参画を困難にし、女性職員活躍の障壁にもなっている。 

限られた時間の中で集中的・効率的に業務を行う方向へ職場環境の見直しを図り、時間外勤務の是正

はもちろん、会計年度任用職員を含む全ての職員が５日以上の休暇が取れる職場を実現するため、年次

休暇の取得を促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 配置・育成・教育訓練及び評価・登用関係  

職員総数に対する女性職員数の割合は 41.1％（令和６年度実績）と４割程度であり、全体的に女性職員

が少ないが、令和３年度実績の 37.0％と比較し徐々に改善している。 

係長以上の職への女性の登用も改善しており、令和６年度実績では管理職に占める女性職員は２名、

割合では 7.7％となっており、係長相当職に占める女性職員は 20名で、割合では 30.3％となっている。 

今後も引き続き、管理職の前段階となる係長相当職への各役職段階における人材プールを計画的に形

成し、管理職及び係長相当職に占める女性割合を段階的に引き上げることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

係長相当職に占める女性割合 

目標：令和 13年度までに40％程度に引き上げる。 

過去５年の状況

（単位：％） 
R2 

（2020） 

R3 

（2021） 

R4 

（2022） 

R5 

（2023） 

R6 

（2024） 

係長相当職に占

める女性割合 26.3 22.8 23.0 28.6 30.3 

（【参考 女性から選ばれる長野県を目指すリーダーの会】の関連目標） 

課長補佐級及び係長相当職における女性割合を令和９年（2027）年度までに40％以上を目指す。 

年次休暇平均取得日数 

目標：令和 13年度までに年次休暇平均取得日数を 12日とする。 

（【Ⅱ次世代育成法に基づく事項】.２.（5）と同一目標） 
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２ 女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組及び実施時期    

(1) 育児・介護と仕事の両立関係 

職場全体で育児参加の必要性を理解するとともに、育児参加しやすいように職場内での協力体制を確

立し、親となる全ての職員が特別休暇を取得できるようにする。 

 

【具体的な取組内容】 

◉  各種両立支援制度(育児関係、介護関係)に関する情報をまとめたハンドブックを活用し、制度に改

正があれば都度更新することで職員に周知する。 

◉  対象職員の悩み事相談を継続して行う。 

◉  所属長は、親となる職員が特別休暇を取得できるよう配慮するとともに、親となった職員が積極的に

育児に参加できるよう、所属職員への理解と協力を促す。 

◉  育児休業当時と復帰時では職場環境や業務内容に変化が生じることから、業務を離れていたことに

よる不安を解消するため、休業中の職員と可能な限り意思疎通を図り、職場や業務についての情報

提供を行う。 

 

(2) 時間外勤務の是正等と年休取得の促進 

効率的に業務を行うよう時間外勤務縮減に向けた意識の徹底を図る。併せて、年次休暇の取得を促進

するため、会計年度任用職員を含む全ての職員が５日以上の休暇が取れる職場を実現する。 

 

【具体的な取組内容】 

◉  職員同士の意思疎通を活性化させ、報連相がしやすい風通しの良い職場づくりを励行する。 

◉  仕事の進捗状況の管理をしっかり行い、時間外勤務が継続しないよう啓発を図る。 

◉  健康維持や家庭団らんのため時間外勤務は２０時までとし、計画的に仕事をするよう励行する。 

◉  計画的な年次休暇の取得を促進するため、職場内の相互理解・相互協力の体制を構築する。 

 

(3) 配置・育成・教育訓練及び評価・登用関係 

女性職員に占める係長相当職の割合を40％程度にするために、研修等の実施により女性職員の意欲向

上、キャリア形成支援を図る。併せて、人事異動に当たっては、多様なポストへの積極的な配置登用をす

ることにより人材育成を行う。 

 

【具体的な取組内容】 

◉  多様な部署へ女性職員を積極的に配置する。 

◉  女性職員を対象とする派遣研修や外部研修への派遣を行う。 
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参考資料 
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数値と目標 

Ⅳ 障害者雇用促進法に基づく事項                        

１ 障がい者雇用に関する状況と課題                                              

当市においては、主に会計年度任用職員において職員募集・採用を行ってきており、加えてそれぞれの

障がい特性に合わせて合理的配慮を行うことで、法定雇用率の達成に向け取り組んでいる。 

障がいのある職員には総務課と配属された課において、連携して個別に対応を行っており、担当業務に

ついては、障がいの特性に応じた担当業務をコーディネートできる職員がいないため、就労支援機関からの

助言や職員本人との面談を通してミスマッチの無いよう行っているが、業務の切り出しや複数の作業の組

み合わせによる新規業務の創出等の技術や理解は、進んでいない場面も見受けられる。 

労働環境については、車いす用トイレやエレベーターの施設整備は既に行われており、障がい特性に応

じた杖ホルダーの設置やＰＣモニターの拡大等の就労支援整備については可能な範囲で進めている。 

 

 

２ 障がい者の雇用促進に向けた目標                             

(1) 採用に関する目標 

各年６月１日現在において、障がい者雇用率が法定雇用率を超えること。 

※評価方法・・・毎年の法定雇用率により把握 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障がい者雇用率の推移 

目標：法定雇用率を達成する。            （毎年６月１日集計） 

過去５年の状況 
R3 

（2021） 

R4 

（2022） 

R5 

（2023） 

R6 

（2024） 

R7 

（2025） 

法定雇用率 

（％） 2.6 2.6 2.6 
3.0 

（2.8） 

3.0 

（2.8） 

算定基礎とな

る職員数（人） 464 465 470 481 480 

障がい者数 

（人） 12 14.5 15 14 14 

実人数（人） 11 13 13 13 13 

雇用率 

（％） 2.59 3.12 3.19 2.91 2.92 

※市長部局と教育委員会を合算した数値 

※令和６年４月１日から法定雇用率が3.0％に引き上げられたが、経過措置として令和８年６ 

月までは2.8％とされた。 
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数値と目標 

(2) 定着に関する目標 

面談等により働きにくい理由を伺い、配属先の選定について合理的配慮を行う等可能な範囲で改善す

る。場合によっては就労支援機関の担当者からも意見をいただく。これにより定着を促進し、不本意な離職

者を極力生じさせない。どうしても退職する場合は理由を教えていただく。 

※評価方法・・・退職事由の確認とデータベース化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 取組内容                                             

(1) 障がい者の活躍を推進する体制整備 

① 組織面の具体的な取組内容 

◉ 障害者雇用推進者として総務部総務課長を選任し、本計画の実施に必要となる事項について関 

係する部署と連携等を図り、全庁的に取組を推進する。 

◉ 障害者職業生活相談員（以下「担当者」という。）を総務課職員で選任し、担当者は、障がいのある

職員毎に配属された係の係長とサポート体制（サポートチーム）を編成し、障がいのある職員の特性

を踏まえ必要な支援を行い、定着を図る。 

◉ 障がいのある職員本人や配属先の管理監督者等が相談できる窓口を総務課内に設置し、併せて

就労支援機関及び産業医と連携を図る。 

② 人材面の具体的な取組内容 

◉ 担当者は、長野労働局が開催する障害者職業生活相談員資格認定講習を受講することとする。 

◉ 障がいに関する職員の理解促進のために啓発・研修等を実施する。 

 

≪サポート体制概念図≫ 

 サポートチーム       障がいのある職員         定着に繋げる  

                     

支 援 職場環境 

の改善等 

障がいのある職員の定着率 

目標：不本意な離職者を生じさせない。 

過去５年の状況 
R3 

（2021） 

R4 

（2022） 

R5 

（2023） 

R6 

（2024） 

R7 

（2025） 

採用１年後の

定着率（％）    80.0 79.2 

平均勤続年数    ４年2か月 ４年6か月 

※現年度の６月１日から過去10年間を対象に算出 
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(2) 担当業務の選定・創出 

定期的に面談を行い、業務との適切なマッチングができているかを点検し、必要に応じて業務の細分化

及び複数業務の組み合わせによる新規業務の創出等並びに人事異動の検討を行う。異動後においても障

がいの特性から適当でないと判断される場合は合理的配慮を行う。 

 

(3) 環境整備・人事管理 

① 職務環境 

採用の際に必要な配慮事項を把握し、就労支援機器の導入等可能な範囲で必要な措置を講じる。 

② 募集・採用 

◉ 求人を掲出する際は、ハローワーク飯山と連携を行い、障がい者専用求人とする等、障がい者に

必要な情報が得られるような対応を行う。 

◉ 特別支援学校からのインターンシップや、就労移行支援事業所からの職場見学等の依頼があっ 

た際は、積極的に受け入れる。 

◉ 募集・採用に当たっては、次の取扱いを行わない。 

ｱ 特定の障がいを排除し、又は特定の障がいに限定する。 

ｲ 自力で通勤できることといった条件を設定する。 

ｳ 介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定する。 

ｴ 「就労支援機関に所属・登録しており雇用期間中支援が受けられること」等の条件を設定する。 

ｵ 特定の就労支援機関からのみの受入れを実施する。 

③ 働き方 

◉ 有給休暇や夏季休暇等の取得を促進し、家庭と仕事に加え体調と仕事の両立も支援する。 

◉ 体調不良や手術等により長期に出勤できない場合は、休暇や共済（社会保険）の諸制度を周知す

る等の支援を行うとともに、復帰に向けての必要な支援を行う。 

④ キャリア形成 

本人の希望等も踏まえつつ、接遇・実務研修等の受講を通じて実務能力や専門性の向上を図る。 

⑤ その他の人事管理 

◉ サポートチームによる面談や声掛けを必要に応じて実施し、勤務状況等の把握・体調把握を行う。 

◉ 自動車で通勤する障がいのある職員については、障がいの特性に応じて他の職員よりも勤務地に

近い駐車場を指定する。また、本来自動車通勤が許可されない距離（２ｋｍ以内）であっても必要に

応じて許可する等合理的配慮を行う。 

 

 

４ その他                                              

    国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律に基づく障害者就労施設

等への発注等を通じ、民間事業所における障がい者の活躍の場の拡大に向けた取組を推進する。 


